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回答 (明朝体)
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回答 平成３１年４月の人員配置は、平成３０年１１月に実施した業務量調査を基に決定

いたしました。市民センター機能等のあり方の検討中に、前倒しで人員配置を進めた

ものではありません。

令和２年４月以降の人員配置は、支所業務の見直し結果や、業務量調査に加え、支

所現場の確認や支所長への聞き取りなどにより、支所の業務実態を適切に把握し検討

します。

回答 支所の人員配置については、各支所の手続件数から算出した業務量に基づき、検討

して参りました。各学区で手続件数や手続内容は異なりますが、それらを業務量に換

算し、算定しております。
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回答 市民センター機能等のあり方については、平成２６年度から検討し、これまで議論

を積み重ねてきました。本市を取り巻く環境が大きく変化してきており、地域の中で

も、自主的にまちづくりに取組む姿勢がみられる学区が出てきています。そのような

取り組みを支援するためにも、実施案で示したスケジュール通り進めていきたいと考

えています。

業務量調査及び人員配置の検討に係る資料を開示いたします。

回答 市民センター機能等のあり方検討においては、市民、自治連合会、議会から様々な

ご意見をいただいております。

素案でお示しした支所機能の集約については、３６支所を残してほしいとのご意見、

高齢者、障害者の方に対して職員による対面での説明、支援が必要になるとのご意見

をいただいたことから、実施案では支所機能を３６支所全てに残し職員を配置するこ

とにしております。
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回答 平成２９年度の実績としては、未収金の収納率の向上により 2億4,200万円、私有

財産等の売却により6,100万円、広告掲載などの税外収入の充実により1,200万円の歳

入増加が挙げられます。

平成３０年度以降の計画でも、引続き歳入増加に向けた取り組みを継続いたします。

回答 平成２９年度の実績として、給与の引き下げなどの給与構造改革により年間6,600

万円、長時間勤務の削減により年間1億5,000万円の歳出削減が挙げられます。

平成３０年度以降の計画でも、引続き歳出削減に向けた取り組みを継続いたします。

回答 大津市では行財政改革の取組を全庁挙げて行っており、特定の分野で優先的に行っ

ているものではありません。その一つとして、先述の歳出削減策と平行し、市民セン
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ター機能等のあり方の検討を行っているものであり、この取組だけを進めているもの

ではありません。

回答 業務量調査結果の報告書を添付しておりますので、ご参照く ださい。

回答 支所窓口の収納金額については、平成２５年度から平成２９年度の５年間で、一般

会計、特別会計分で約１３．５％、企業局分で約１６．５％それぞれ減少しています。

大津市全体の交付数に対するコンビニ交付については、住民票の写しが平成２６年

度２．７６％から平成３０年度５．８０％へ、印鑑登録証明書が平成２６年度３．２

１％から平成３０年度７．７８％へ、所得証明書が平成２８年度０．１％から平成３

０年度１．７％へそれぞれ増加し、本庁、支所窓口の取扱い数を減少させております。



- 7 -

回答 実施案の中でも触れている行政手続きのオンライン化、クレジットカード払いの導

入等は、様々な選択肢を提供することで、市民の皆様の利便性向上を目指すものです。

そのため、高齢者の方など、パソコンやコンビニなどのご利用が難しい方は、引続

き支所の窓口で手続きや相談を行っていただけるよう、全ての支所を存続し、職員の

配置を行って参ります。

回答 一般の支所２５支所では、戸籍謄抄本の発行や戸籍、住民基本台帳などの届出受理、

公共料金の取扱を行わないことにより、従来の業務量の約半分になると試算しており

ます。詳しくは、添付資料をご覧ください。
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回答 基幹となる支所１１支所では、周辺の一般の支所で取り扱っていた届出や公共料金

などの業務が集約されることにより、従来の約１．３倍の業務量になると試算してお

ります。詳しくは、添付資料をご覧ください。

回答 基幹となる支所への人員配置については、増加する業務量に見合った人数を配置し

ております。詳しくは添付資料をご覧ください。

令和２年４月以降の人員配置は、支所業務の見直し結果や、業務量調査に加え、支

所現場の確認や支所別の処理件数の調査、支所長への聞き取りなどにより、支所の業

務実態を適切に把握し検討します。

回答 基幹となる支所の選定にあたっては、広域から人が集まることから、駐車場の台数

が１５台以上あることを選定基準としております。また、交通アクセスも基準として

おり、駅からアクセスのよい支所を選定しております。基幹となる支所へは、車だけ

でなく、公共交通機関を利用して来所していただくことも可能と考えております。
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回答 一般の支所への人員配置については、見直し後の業務量に見合った人数を配置して

おります。 詳しくは添付資料をご覧ください。

回答 一般の支所への人員配置については、見直し後の業務量に見合った人数を配置して

おります。 詳しくは添付資料をご覧ください。なお、令和２年４月以降の人員配置

は、支所業務の見直し結果や、業務量調査に加え、支所現場の確認や支所長への聞き

取りなどにより、支所の業務実態を適切に把握し検討します。
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回答 一般の支所への人員配置については、見直し後の業務量に見合った人数を配置して

おります。その算定にあたっては、相談業務に必要な時間も見込んでおります。詳し

くは添付資料をご覧ください。

回答 業務量調査結果では、１５時までに８割近くの方が手続きに来られており、影響は

限定的と考えております。また、市民センター機能等のあり方検討の目的の一つとし

て、持続可能なまちづくりの実現を掲げており、支所の運営費用の８割を占めている

人件費について、削減するため、窓口時間の短縮を検討しております。窓口時間を短

縮することで、勤務時間も短くなり、総人件費の抑制につながります。

令和２年４月以降の人員配置は、支所業務の見直し結果や、業務量調査に加え、支

所現場の確認や支所長への聞き取りなどにより、支所の業務実態を適切に把握し検討

します。
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回答 市民センター機能等のあり方検討において、支所長は支所の業務責任者として常駐

するため、会議等についても個別状況に応じて参加しない判断を行っております。

平成３１年４月の人員配置は、平成３０年１１月に実施した業務量調査を基に決定

いたしました。

令和２年４月以降の人員配置は、支所業務の見直し結果や、業務量調査に加え、支

所現場の確認や支所別の処理件数の調査、支所長への聞き取りなどにより、支所の業

務実態を適切に把握し検討します。

実施案では、２０２３、２０２４年度の２年間で検証、分析し、２０２５年度以降

の市民センター機能等のあり方を再検討するものであり、支所の廃止を念頭に置いた

ものではありません。

回答 災害時における被害状況等の情報は、学区災害対策本部からの情報と、初動支所班

が集約する情報があり、地域と初動支所班が相互に連携することで、これらの情報の

集約が行われるものと想定しております。さらに、これらの被害状況等は初動支所班

を通じて、市災害対策本部に報告され、担当部局が対応することとなります。
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また、市からの情報・指示は初動支所班を通じて学区災害対策本部へ伝えられます。

災害救援物資の保管は備蓄倉庫等で市が行っており、地域からの要望に応じて協定を

締結している滋賀県トラック協会大津支部が搬送を行います。給水については企業局、

ボランティアの受付については市社会福祉協議会が設置するボランティアセンターが

受付窓口となります。

回答 災害時の対応につきましては、支所職員と初動支所班が連携して対応することとな

ります。初動支所班員の人数は今までどおり ５名としており、体制に変更はありま

せん。

回答 質問４．１や２でお答えしたように災害時の対応につきましては、支所職員と初動

支所班が連携して対応することとしております。
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回答 災害直後の情報伝達が迅速かつ確実に行えるよう、災害時優先電話への登録の他、

防災行政無線の整備、大津市総合防災情報システム等の活用など、情報伝達手段の多

様化や充実を図っております。

回答 初動支所班の役割は、主に地域自主防災組織と連携した被害情報の集約、災害対策

本部への被害状況等の報告など市と地域の連絡調整であります。また、初動支所班員

を対象とした防災研修を実施しております。

回答 初動支所班の強化対策として、初動支所班員等に年間を通しての防災研修等を実施

することとしております。
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回答 これまで公民館の果たして来た役割は大きく、戦後まもなく文化的教養を高め、生

活文化の向上や社会福祉の増進に寄与してきたものと考えています。本市におきまし

ても、公民館の職員が中心となって、社会教育を推進して参りましたが、社会環境が

後必要になってきます。そのために、職員だけが取り組むのではなく、地域に所在す

る多様な主体がそれぞれの立場や考え方を持ち寄り、まちづくりを行っていく必要が

あり、公民館をコミュニティセンター化することで、地域自治や地域防災の拠点施設

として、地域の皆様により活用していただけるようにすることを提案するものです。

また、多様化する地域ニーズを的確に把握し、課題解決に向け中心的な役割を担う

人を、地域の中から選び、雇用いただくことで、より迅速できめ細やかな対応が可能

になると考えております。加えて、地域の方々による柔軟な運営により、より使いや

すい施設となり、多くの人に活用いただけるものと考えております。

以上のことから、公民館のコミュニティセンター化と地域による自主運営を進める

ものであり、その取り組みの中で生涯学習専門員の配置についても見直すものです。
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回答 本市では、公民館のコミュニティセンター化にあたり、地域がより自由かつ主体的

に管理・運営できるよう、公民館業務を担うにあたっての課題の洗い出しや、運営ノ

ウハウの習得を目的として「公民館自主運営モデル事業」を実施しており、現在７学

区が取り組んでいただいております。

従事者数は各学区により異なりますが、１名～１１名の従事者がおられます。各学

区とも公民館の業務内容に応じた時間帯で勤務シフトを組んでおり、パソコンの基本

操作が出来ることなど、各学区の実情に応じた雇用条件を定めておられます。また、

業務内容としましては、貸館の利用目的・日時等の聞き取りや鍵の受渡し、清掃等の

軽微な施設の管理業務、公民館講座の実施、広報紙の作成などを実施いただいており

ます。その中でも公民館講座の実施では、地域のニーズを聞き取り、学区の歴史に関

する講座を開催いただくなどしております。他にも、各学区では、公民館運営委員会

内に３つの部会を設け、モデル事業の課題について検討されたり、インターネットの

回線整備を実施されたりと、特色ある事業を展開いただいております。

なお、従事者の方の年齢、給与につきましては、各学区での取り組みになりますの

で、本市といたしましては把握しておりません。


